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令和４年度 職員の給与の男女の差異の情報を公表します 
  

○ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づき、女性の職業選択 

に資するよう、福岡県職員の給与の男女の差異の情報を県ホームページで公表し 

ます。内容は以下のとおりです。 

○ この公表は当該法律の改正に伴うものであり、今回が初回となります。 

○ 他の都道府県においても情報が公表される見込みです。 

 

１．全職員に係る情報 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※「男女の給与の差異」は「男性の 1 人当たり平均年間給与に対する女性の 1人当たり平均年間給与の割合」を示しています。 

職員区分 男女の給与の差異（※） 説明欄 

任 期 の 定 め の な い 常 勤 職 員 

（＝いわゆる正規職員） 
９１.８  ％ 

○男性の平均年齢が女性より高く（男性：42 歳、女性 40 歳）、また、男性の扶

養手当受給者が女性より多い（男性 35%、女性 5%)ためです。 

任期の定めのない常勤職員以外の職員 

（＝いわゆる非正規職員） 
６３.８  ％ 

○男性に給与水準が高い「臨時的任用職員」「再任用職員」が多く、女性にこれ

らの任用形態より給与水準が低い「会計年度任用職員」が多いためです。 

○下記のとおり任用形態別（「会計年度任用職員」「臨時的任用職員」「再任用職

員」）では、ほぼ同水準です。 

 

上記職員の任用

形態別の差異 

（会計年度任用職員） （ ９９.１） ％ 

○年度を超えない範囲で任用される事務補助やパートタイムの職で、給与は、

職務内容や資格の有無、勤務時間数等により決まります。事務補助は月額約

16 万円、パートタイムは月額約 1 万円から約 30 万円です。平均年間給与は

約 180 万円です。 

○会計年度任用職員の男女の内訳は、男性 390 人、女性 827 人となっています。 

（臨時的任用職員） （１００.４） ％ 

○正規職員に欠員が生じた場合に任用される職で、給与は正規職員に準じてお

り、平均年間給与は約 400 万円です 

○臨時的任用職員の男女の内訳は、男性 74 人、女性 11 人となっています。 

（再 任 用 職 員) 

 

（ ９７.５） ％ 

○定年退職した正規職員が 65 歳までの間に就く職で、給与は定年退職後の職に

応じた額となり、平均年間給与は約 410 万円です。 

○再任用職員の男女の内訳は、男性 486 人、女性 87 人となっています。 

全 職 員   ８２.５   ％ 

 

 

 



２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 

（１）役職段階別 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）勤続年数別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 公表日 

令和５年６月３０日（金） 

ＵＲＬ：http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/danjokyuuyonosai.html 

 

役職段階 男女の給与の差異 説明欄 

本庁部局長・次長相当職     １０６.８   ％ 
○「本庁部局長・次長相当職」「本庁課長相当職」では、女性の医師が多いた

めです。※医師は他の職よりも給与水準が高くなっています。 
本庁課長相当職     １０４.７   ％ 

本庁課長補佐相当職       ９８.３   ％ 
○「本庁課長補佐相当職」「本庁係長相当職」では、男性の扶養手当受給者が

女性より多いためです。 
本庁係長相当職       ９５.８   ％ 

 

 

   

勤続年数（※） 男女の給与の差異 説明欄 

３６年以上       ９６.９  ％ 

○男性の扶養手当受給者が女性より多い（男性 35%、女性 5%)ためです。 

○扶養手当の受給者が多い世代（30 代～40 代。勤続年数 6 年～25 年）ほど、

差異が大きくなっています。 

３１～３５年       ９５.８  ％ 

２６～３０年       ９３.８   ％ 

２１～２５年       ９１.７    ％ 

１６～２０年       ９０.２    ％ 

１１～１５年       ８６.８    ％ 

６～１０年       ９１.８    ％ 

１～５年       ９６.３    ％ 

 ※ 勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出しています。 


